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 下痢感染症で死亡する 5歳以下の子どもの数は世界で年間約 150万人に上り，乳幼児の死因の 17%

を占め，二番目に高い数値となっている。特にインドは下痢感染症で死亡する乳幼児の数が約 39万人

であり，世界で最も被害が大きい。下痢感染症の重要な予防手段の一つとしてトイレによる適切な排

泄物の処理が挙げられるが，インド農村地域ではトイレの普及を阻む要因が根強く存在しており，そ

の普及には当面の時間を要すると考えられる。そのため，もう一つの大きな予防手段である安全な飲

料水の利用を徹底することが重要となる。そこで本研究では，インド農村地域での下痢感染症防止に

向けて，住民の飲料水に対する認識と使用実態を踏まえた現実的な飲料水利用のあり方と，それに向

けた行動変容策について提言を行うことを目的とした。 

 本研究の対象地として，インド・アンドラプラデシュ州スリカクラム県 X 市近郊の農村 A村を選定

した。アンドラプラデシュ州はインド南東部に位置する人口約 7600万人の州である。スリカクラム県

はその中でも北東部に位置し，農業が主要産業とする比較的貧しい地域である。この地域の人々は昔

から池を飲料水源として使用していたが，30年ほど前から現在に至るまで州政府によって水源の整備

が進められ，その使用形態は変化してきた。A村は約 500世帯が居住する比較的大きな村で，掘井戸，

管井戸，人力ポンプ等，多様な水源が存在し，住民は自由に選択して使用している。また近年では自

宅内に個人井戸を設置する世帯も増えてきている。A村においても他のインド農村と同様，トイレの

整備は進んでおらず，大半の住民は野外排泄を行っている。雨季になると，乳幼児は慢性的に下痢症

に感染しており，下痢感染症の防止が求められている地域である。 

 本研究ではこの A村にて計五回の現地調査（2010年 6月 17日‐7月 2日，2010年 10月 28日‐11

月 10 日，2012年 4月 13日‐30日，2012年 9月 23日‐10月 5 日，2013年 8 月 9 日‐24 日）を行い，

そこで収集した情報を用いて分析および考察を進めた。 

  

 飲料水源を整備したとしても，必ずしもそれが住民に使用されるとは限らない。飲料水源の選択要

因に関する研究は，これまで水運びの時間や労力に着目したものが多いが(Persson, 2002)，「どの水

を飲用したいか」という飲用の選好について着目し，それと水源選択との関係について分析を行った

研究はあまり見られない。そこで，味や安全性という飲用の選好に関わる要素が，住民の飲料水源の

選択に与える影響について，まず明らかにすることにした。 

 現地調査では，1歳未満の乳児がいる 20世帯に対し，日常的に使用している飲料水源や，各飲料水

源の水に関する味や安全性の評価についての半構造的面談調査を実施した。また，各水源の水につい

て水質測定を行い，その安全性を評価した。水質の測定項目は，大腸菌群濃度，硝酸態窒素濃度，亜

硝酸態窒素濃度，鉄濃度，全硬度，水温とした。 



 一つの人力ポンプを除く全ての水源から大腸菌群（WHO飲料水水質ガイドラインの安全基準：1mL中

に検出されないこと）が検出され，排泄物による汚染の可能性が確認された。人力ポンプは，WHOと

UNICEFの定義によれば，改良飲料水源にあたり，理論的には安全な水源と見なされているが，本対象

地においてはその安全性が否定されたことになる。ただし，寺の井戸や個人井戸と比べると，汚染の

程度は小さく，下痢感染症のリスクは相対的に小さい水源だと言える。これは寺の井戸や個人井戸が

浅井戸であるのに対し，人力ポンプは深井戸であるためだと考えられる。浅井戸の水は不圧帯水層に

由来するため，野外排泄された排泄物や排水路の水が浸透し，汚染されやすい。これに対し，深井戸

の水は被圧帯水層に由来し，一般的に表流水からの影響は受けないとされている。人力ポンプから大

腸菌群が検出された理由としては，井戸管の一部が腐食して穴が開き，被圧帯水層以外の水が混入し

てしまった可能性が考えられる。ところが，住民による各水源の安全性に関する主観的評価は，この

水質測定結果に基づく下痢症感染リスクの評価とは異なるものだった。つまり，寺の井戸と人力ポン

プのどちらとも安全な水源である，もしくは，寺の井戸の方が安全な水源であると，大半の住民は考

えていた。このことから，住民は飲料水源の安全性について正しい知識を持っていないと言うことが

できるだろう。そして自身の経験や味，水源周辺の様子に基づいて，各水源の安全性を予想し評価し

ていた。 

 寺の井戸や個人井戸の水からは鉄が検出されなかったのに対し，人力ポンプの水からは鉄が検出さ

れた。対象地の人力ポンプは井戸管が鉄で作られており，水の鉄濃度の上昇は，井戸管の老朽化が原

因ではないかと考えられる。このことは，「時折ポンプから錆のようなものが出てくることがある」と

いう住民の発言とも矛盾しない。水の鉄濃度の上昇は，味の悪化を招く。WHO飲料水水質ガイドライ

ンには，鉄濃度が 0.3mg/L を超えると，水の味に影響が生じることがあると記載されているが，対象

地に設置された人力ポンプのいくつかは，その水の鉄濃度が 0.3mg/L を上回っていた。大半の住民は

人力ポンプの水の味を低く評価し，「ポンプの水は金属の味がするため飲みたくない」という発言も

度々みられた。このことから水の鉄濃度の上昇が人力ポンプの使用を阻害する要因となっていると考

えられる。人力ポンプを飲料水源として使用している世帯についても，家から最も近いポンプではな

く，それよりも離れた位置にある鉄濃度のより低いポンプを使用していた。このことからも，人力ポ

ンプの老朽化に伴う水の鉄濃度の上昇は人々のその水に対する味の評価の低下をもたらしていること

が伺える。 

 このように，大半の住民は飲料水源の安全性について正しい認識を持っておらず，下痢症感染リス

クの高い水源を使用していた。本対象地は住居が密集しており，各自の家から水源までの距離が 500m

以内という比較的近い場所に位置していることが多く，水運びの労力は水源選択の主要な要因となる

ほどの強い影響力を持たないと考えられる。その代わりに飲料水源の選択要因として強い影響力を持

つものが水の味であった。人力ポンプは新しい水源であり，寺の井戸よりも近い距離にいくつも作ら

れているにも関わらず，多くの住民は味の悪さを理由に，人力ポンプを飲料水源として使用すること

を敬遠していた。今後，下痢症感染リスクの低い水源として人力ポンプを整備していく場合は，安全

な飲料水源の使用を住民に促すためにも，井戸管を塩化ビニルのような材質を使用し，老朽化による

味の悪化が起きないようにする必要があると考えられる。 

 

 リスクの低い水源の使用を住民に促すことは下痢症感染を防止する上で大切なことであるが，リス

クがゼロである水源は存在しないこと，飲料水源を変えることに抵抗がある場合の対応を考える必要

があること，水汲み後に水が汚染される可能性があること等から，リスクの低い水源の使用だけでな

く，水汲み後に飲料水の水質改善行動を取ることも重要であると考えられる。そのため次に，対象地

住民が受け入れ可能で，かつ，下痢症感染リスクを低減できる方法について検討した。検討するにあ



たって，対象地の 3歳および 4歳の子どもがいる全 53 世帯に対し，日常的に行っている水質改善行動

に関する半構造的面談調査を実施した。また，住民が挙げた各水質改善方法の効果について，水質測

定を行い評価した。 

 煮沸は，現在既に約半数の世帯で実施されており，対象地で最も普及している水質改善方法であっ

た。フィルターや薬剤は大きな都市でないと入手が困難であり，フィルターを使用している世帯は 1

世帯のみ，薬剤を使用している世帯は皆無であった。また，対象地の一世帯の台所を使用して煮沸試

験を行ったところ，沸騰開始後 10分で大腸菌群は完全に死滅し，十分な水質改善効果を確認できた。

硝酸態窒素および亜硝酸態窒素を含んだ水に関しても，蓋をして長すぎない時間で煮沸を行えば，安

全上問題のある濃度にまでは上昇しないと考えられる。これに対し，フィルターでは，ある程度の水

質改善効果は見られたものの，下痢症感染リスクをゼロにするほどの十分な効果は得られていなかっ

た。以上のことから，対象地において実行が比較的容易であり，かつ水質改善効果も問題がない方法

は煮沸であると言えるだろう。既に約半数の世帯が，子どもに与える飲料水を日常的に煮沸しており，

今後この割合を増やしていくことが，下痢感染症の被害を防止するためには重要である。 

 

 対象世帯の半数は日常的な煮沸習慣を持たなかったが，これはなぜだろうか。McLennan(2000)は，

下痢症予防行動としての煮沸行動について，Health Belief Model（以下，HBM）を用いて説明するこ

とを試みたものの，各要素と行動との間に関係性を十分に見出せなかった。そこで，McLennan(2000)

の手法を改良し，煮沸行動に HBMを適用できるよう試みるとともに，それを用いて半数の対象世帯が

煮沸習慣を持たない要因について明らかにした。HBMとは，健康行動を説明する場合や，行動介入の

ための概念的枠組みを提供する場合等に広く用いられるモデルである。ⅰ）疾病にかかる可能性の自

覚，ⅱ）疾病の重大さの自覚，ⅲ）予防行動の利益の自覚，ⅳ）予防行動に対する障害の自覚の４つ

の概念から構成され，これらが人間の健康行動の可能性に影響を与えるとする理論である(Glanz et 

al., 2002)。対象世帯は先ほどと同様，3歳および 4歳の子どもを持つ全 53世帯とし，煮沸や病気の

知識について半構造的な面談を実施した。 

 煮沸をする理由としない理由についてまず尋ねたところ，日常的な煮沸習慣を持つ世帯の多くは病

気の予防のために煮沸を行い，煮沸習慣を持たない世帯の多くは煮沸の必要性を感じていないために

煮沸を行わないとのことだった。煮沸を行わない理由としてコストを挙げた世帯も 2世帯存在したが，

これらの世帯よりも年間世帯収入が低いにも関わらず煮沸習慣を有している世帯は少なくなかったこ

とから，これらの世帯も煮沸の必要性をあまり実感していないため，コストを優先して煮沸を行わな

いのだろうと推察できる。また，ガスコンロの所有有無と煮沸習慣の有無との間に関係性は見られな

かったことから，ガスコンロがないことによる手間の増加は，煮沸行動の大きな阻害要因にはなって

いないと考えられる。 

 対象地において，大半の住民は自身の飲料水源を安全であると考えており，飲料水が原因で病気に

かかる可能性をあまり自覚していなかった。しかし，飲料水由来の病気の重大さについて自覚してい

る住民は日常的に煮沸を行う傾向がみられた。煮沸習慣を持つこれらの住民は，煮沸によって飲料水

の安全性を高めることができるという煮沸行動の利益についても同時に自覚しており，そしてこの利

益は味の悪化という煮沸行動の障害についての自覚を上回っていたと考えられる。これに対し，煮沸

習慣を持たない世帯は，飲料水が原因で病気にかかる可能性の自覚と，飲料水由来の病気の重大さの

自覚の，どちらの自覚も欠けていた。そのため煮沸の必要性を感じにくくなり，煮沸行動まで至らな

いのだと考えられる。また，一部の住民は煮沸によって飲料水の安全性が損なわれるという誤った知

識を持っており，煮沸習慣を有していなかった。煮沸の効果について誤った知識を持つことは，煮沸

行動に利益はなく障害のみが存在することを意味するため，これらの住民が煮沸行動に至らないこと



は当然の結果であろう。 

 このように，日常的な煮沸習慣を持たない世帯は「飲料水源の水は安全ではなく，重大な病気に感

染する可能性が大いにありうる。煮沸を行うことでその感染リスクを下げることができるため，子ど

もに与える水には煮沸を行うべきである。」という知識のいずれかが欠けており，その中でも特に「コ

レラやチフスが飲料水由来の病気であることの知識有無」が，煮沸習慣の有無に対して大きな影響を

与えていたことが明らかになった。今後，対象地において下痢感染症の被害を防ぐためには，飲料水

の安全性や煮沸の効果，病気の感染経路等に関する知識の啓蒙を行い，飲料水由来の病気の重大さの

自覚を高めていくことが必要であると考えられる。また，本対象地以外の地域においても，本研究と

同様の質問を使用し HBMを用いて分析することで，煮沸行動を阻害する要因を明らかにすることがで

きると考えられ，有効な行動変容策の検討に寄与することが期待できる。 

 

 感染経路に関する正しい知識の有無が煮沸習慣の有無に大きく関係していることがわかったが，感

染経路に関する正しい知識を持っている住民とそうでない住民とが存在するのはなぜなのだろうか。

この問いを受け，メディアや保育教育機関，医療保健機関は人々にどのような情報発信を行っている

のか，幼児の母親は水系感染症や子どもの健康に関する情報をどこから獲得しているのかについて現

地調査を行い，考察をまとめた。 

 新聞は水系感染症に関する情報を日常的に報道しており，それを読む人々の知識獲得源となってい

た。テレビは最も普及しているメディアであり，啓蒙の担い手として期待できるが，現時点では水系

感染症に関する情報源としてはあまり機能していなかった。また，保育や学校教育のシラバスには，

水系感染症に関する学習が組み込まれており，ある程度の啓蒙効果はあるかもしれないが，十分な効

果があるとは言い難い。また，幼児を持つ母親と直接接する機会を持ち，信頼もされている医療保健

関係者は，メディアや学校教育とは別の啓蒙の担い手として期待できるが，煮沸をするように促すこ

とはあっても，水系感染症の感染経路にまで言及して注意を呼びかけることはあまり行っておらず，

その効果は限定的であった。 

このように，現時点で水系感染症の感染経路の知識を提供する主要な媒体は本と新聞となっており，

これらの購読習慣の有無が感染経路に関する知識の有無を分かつ要因となっていると考えられる。母

親は本や新聞を読まなければ水系感染症に関して十分な知識や情報を獲得する機会から遠ざかること

になってしまい，その結果，子どもが病気に感染するリスクが高まるだろう。 

 今後，より多くの住民に日常的な煮沸行動を促していくためには，医療保健関係者が人々に対して

「飲料水由来で深刻な病気に感染する恐れがあるので煮沸をした方が良い」という趣旨の言葉掛けを

することを意識し，飲料水由来の病気の恐ろしさの自覚と煮沸行動の利益の自覚とを合わせて高めて

いくよう努めていくことが有効であると考えられる。また，普及率の高いテレビを活用した啓蒙活動

の強化，より効果的な保育および教育方法の検討も必要であろう。 
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